日本認知症官民協議会
令和７年度　第2回認知症バリアフリーWG
議事録　公開版

日時：令和8年1月20日（火）14：30~16：00
場所：オンライン開催

委員出席者（委員名簿順） 
青山委員、井野端委員、田中様（久保依子委員代理）、久保正人委員、小山委員、菅原晶子委員、仙田委員、田中委員（座長）、田辺委員、玉置委員、恒川委員、藤田委員、松村委員、本木委員、山中委員、渡邉委員、和田委員
委員欠席者（委員名簿順）
井上委員、江澤委員、小出委員、菅原晃委員、須田委員、三根委員

議題 
議題１：本WGの位置付け、活動内容等のご報告
議題２：認知症バリアフリー宣言の今後のあり方に関する検討状況等のご報告と討議
1 宣言の登録基準の弾力化
2 宣言制度及び宣言企業・団体等と本人の関わりの強化
議題３：業種別手引きの今後の作成方針に関する検討状況等のご報告と討議

議事概要 
【議題1：本WGの位置付け、活動内容等のご報告】
事務局より報告。質疑等は無し。

【議題２：認知症バリアフリー宣言の今後のあり方に関する検討状況等のご報告と討議】
1 宣言の登録基準の弾力化
· 今年度試行的に当機構内部に対して認知症バリアフリー宣言登録を促しているが、宣言登録基準が厳しいという声は比較的少ない。一方、更新時の手間や記載内容の厳密さが求められるのではないかと宣言登録に対して身構えてしまっている様子が見受けられる。そのため、登録・更新時の手続きについて分かりやすいガイドが整備されると宣言登録に繋がると考えられる。また、医療福祉関連の団体からは本業として取り組んでいる事項であるため、あえて宣言する必要はないのではないかとの声も一部挙がっていた。病院や福祉施設等に対し、当たり前に実施されている内容であっても宣言してほしいと案内することで、特に宣言基準の弾力化を行わなくとも、宣言登録数は増えるのではないか。一方で、事務局案として提案があった個人事業主等の場合は宣言の登録基準の弾力化が必要であろう。
· 認知症施策推進基本計画の重点目標３に認知症バリアフリー宣言を行っている事業者の数がアウトプット指標として設定されているが、KPIの目標値に応じて、登録基準をどの程度まで弾力化し、裾野の拡大を図るかも変わるのではないか。
· 認知症施策推進基本計画において、バリアフリーに関する公共交通機関の役割について言及がなされているが、関連企業の認知症バリアフリー宣言の実績は乏しい状況である。重要な社会インフラとして、今後バリアフリーを推進するにあたり、公共交通機関へ積極的に働きかけることが必要である。
· 認知症バリアフリー宣言を行った企業の社員が宣言内容に沿った行動ができるようにならないと制度の趣旨が形骸化することになる。そのため、企業内でいかにして浸透を図るかが重要である。また、宣言制度への関心が高まり、宣言企業数が増えること自体は良いことだと思うが、増やすこと自体を目的にすべきではない。宣言制度の目的に立ち返り、認知症の人の生活の向上に貢献しているのか、貢献していないとしたら、どこに課題があるのかを考えることが必要であろう。数ではなく、質を重視した検討を期待している。例えば、新入職員向けのオリエンテーションにおいて、認知症に関する内容を盛り込んでいるかを定期的に確認するなど、宣言企業がどこまで本気で取り組んでいるのかを問うような仕組みも必要ではないか。また、宣言企業の取組の中で、認知症の人にとって有益な取組があるのであれば、横展開をしていくことが望ましい。宣言のハードルを下げて数を増やしていくことが、認知症の人にとって喜ばれることなのか、慎重な検討が必要である。加えて、宣言制度だけで認知症の人の生活や企業の行動が変わるわけではない。多様な施策を組み合わせることが重要であろう。

2 宣言制度及び宣言企業・団体等と本人の関わりの強化
· 対話を行う場について、認知症の人の多くは認知症カフェ等で普段通われる近所の喫茶店などの方が話しやすいのではないか。本音を話しやすい空間設計が求められると思うので、日常の場を借りて実施できると望ましいのではないか。
· 馴染みの場所でなくても、サポートがあれば新しい場所に行くこと自体が本人にとって楽しみやメリットになる場合もある。本人と様々な対話の機会を対面で設けることができると、リアルな対話を通じて企業・本人双方が新たな気付きを得られると考えられる。本人との対話を特定の形式に限定せず、本人を交えながら企画できると良い。企業が固定概念を持っている場合があるため、本人との対話から認知症観を変えていくことができると良い。
· 認知症バリアフリー宣言企業数が増えていることは本人にとっても喜ばしいことであるものの、企業側に宣言によるメリットがないと宣言の普及に結び付かないと考えられる。経済産業省が推進しているオレンジイノベーション・プロジェクトでは、認知症の人と企業の共創で開発された製品・サービスに共通のタグをつけ、店舗等で訴求する取組みが検討されており、宣言制度についても、宣言した企業が一目でわかるようなマークを付けるなど、より多くの人に関心を持ってもらえる仕組みの検討が必要であろう。
· 本人が話しやすいかどうかは、場所よりも、場の雰囲気や対話の進め方に大きく依存する。自分が以前に参加した本人と家族が参加する対話の場では、自己紹介の際、進行役から困りごとを伝えるよう促され、家族が苦労話を熱心に伝えたところ、本人は、家族に迷惑をかけていると落ち込んで、伝えたいことが上手く伝えられなかったことがあった。本人が自分の想いを話しやすい場の雰囲気を用意できると初めての場所や相手でも話しやすいので、配慮してほしいことを事前に本人にも確認したうえで、対話の機会を設けられると良い。対話を通じて誰かが傷つくようなことは避けたい。目の前の本人と出会い、語り合い、知ることにより、一人一人の認知症観が変わっていく。対話を行った後、企業・本人・家族皆が希望をもって帰ることができる場となってほしい。
· 認知症に関する普及啓発の一環として、「認知症希望のリレーフォーラム」など認知症の人の話を聞くことができる場が既に存在するので、これまで認知症に関わる機会が無かった従業員等にも、そのような場に参加してもらい、気付きを得てもらうことが重要だと考えている。
· 当会では、認知症の人に聞きたい質問を広く募集し、本人から回答してもらう取組を今年度から試行的に実施する予定で、当初想定したよりも多くの質問が寄せられている。これは認知症の人に聞きたいことがあるものの、「こんなことを聞いても良いのか」と躊躇していたり、質問する機会が無かったりする人が多く存在していることの証左であると考えられる。このようなイベントが、認知症との関わりがこれまでなかった人達にとっての気付きに繋がると考えている。
· 宣言の企業側のメリットについては、様々な点があると考えられる。１つ目として企業の信頼やブランドの向上があり、本人や家族へ配慮している会社と認識してもらうことにより、安心感を感じてもらい、長い付き合いに繋がる。他にも、従業員の教育による業務改善がある。当社では認知症コミュニケーションブックを作成し、宣言を通じて部署横断的に対応ルールを検証し整備することにより、お客様対応のトラブルが減って手続きがスムーズになり、従業員側もお客様対応への不安が減る。更に、商品・サービスの差別化や人材面のメリットもある。このような社会的に意義のある活動は従業員のモチベーション向上や誇りにも繋がり、ゆくゆくは人材確保・離職率改善にも繋がると考えられる。
· 関わりの強化の具体例について、資料に掲載されている写真からは、対話する参加者数が多い印象を受けた。どのような規模で実施するのが良いかも来年度の活動を通じて検証できると良い。また、本人と対話する取組は全国的に各種存在するため、まず既存の取組を調査することから始めると良いと考えている。

【議題３：業種別手引きの今後の作成方針に関する検討状況等のご報告と討議】
· 本ワーキングループで実施している宣言制度や手引き作成の目的は認知症の人の生活におけるバリアを解消することである。宣言制度をおこなうことや手引きを作成すること自体が目的にならないように改めて留意いただきたい。本人との対話を軸として、対話を通じて出た意見を踏まえて今後のロードマップを策定し、広く皆に考えてもらうようにできると良い。宣言制度について、医療福祉関係者は当たり前に実施していることと考えているとの話があったが、医療福祉の現場には現在も様々なバリアがあると感じており、医療福祉の現場にこそ、新しい認知症観を広げていく必要がある。
· 令和2年度に４業種の手引きを作成した後、令和３年度には各社が自社向けのマニュアル等に落とし込むことを目的として、留意事項集を作成したが、内容を整理し直してみても良いのではないか。当社では自社版のマニュアルを作成するにあたり留意事項集を参考にしていた。同じ業種でも各社で考え方は異なるため、今一度業界としてどのように考えているのか、個社がどのように考えているのか、階層を分けて整理できると良い。
· 令和２年度の小売向け手引き作成後、小売業界がどのように変わったのか今一度本人に確認してフィードバックいただけると、現状と課題を整理でき、今後の取組に繋がると考えている。また、従業員が毎回認知症サポーター養成講座等に参加することは難しいため、新しい認知症観を踏まえて、５分程度の動画コンテンツの研修材料が整備されると良い。
· 介護業界として、公益社団法人全国老人福祉施設協議会または各法人単位のいずれで参画すべきか検討の余地はあるものの、できるだけ多くの事業所が認知症バリアフリーの取組に参画するようにしたい。また、各取組の普及にも努めていきたい。
· 認知症バリアフリーの取組は、過去10年間、状況があまり進展していないように感じている。拙速に取組を広げるのではなく、じっくりと取組を進めることが重要なテーマであることは理解しているが、手引きを作成して数年経っても企業に刺さらず、取組が広がっていない。現在の職場は、国籍や年齢層なども含め多様であり、そのような現場の実態にも留意しながら、普及活動を進めていくことが必要である。また、認知症関連のイベントだけではなく、関連するテーマのイベント等でも積極的に発信するなど、より多くの方に関心を持ってもらう工夫が求められるのではないか。
· 手引きの認知度が低いため、まずは認知度を上げていくということを優先的に進めていくことが重要であろう。
· これまで業種別手引きを作成した業界のうち、特に金融機関は取引のオンライン化が進む等、ビジネスのやり方が大きく変わっている。また、金融取引に関する消費者トラブルも社会問題化している。そのような観点で考えると、金融機関向けの手引きについては優先的に改訂する必要があるのではないか。
· 手引きについて、台湾では認知症の人の就労ガイドブックが作成されている。診断を受けてからも働き続けたり、再就職したりすることに資する内容となっている。就労については、若年性認知症の方に限らない課題であり、これからの時代高齢になってからも働き続けられることは重要である。
· 手引きに記載している考え方の普及にあたっては、主要な内容を盛り込んだショートムービーが有効ではないか。冊子版を手に取ってもらうハードルは高いと想定されるため、通勤中等に気軽に見ることができる形式が望ましい。また、その中身として、認知症の人に対しては受容と共感をもってコミュニケーションを取っていくことが重要であることや、認知症になってからもできることが多くあること、馴染みの関係性と環境が大事であること等を伝えていってほしい。そういった当たり前のことを周知していくことが大事である。

以上
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